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◆「市街化調整区域における地区計画適用の基本方針」の策定 

(1) 検討フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

１.市街化調整区域の現状と位置づけ 

市街化調整区域の現況整理 

上位・関連計画における位置づけ 

２.市街化調整区域における課題 

面積、人口・世帯、土地利用、 

建物、法規制状況、災害、 

都市施設の整備状況、 

開発動向、産業動向等を整理 

本市における市街化調整区域の

土地利用方針等を整理 

市街化調整区域の土地利用上の

課題を整理 

本
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象
範
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３.市街化調整区域における地区計画 

適用の基本方針 

基本方針の検討 

住宅系 

地区 

計画 

工業系 

地区 

計画 

沿道系 

地区 

計画 

基本事項の整理 

地区計画適用候補地 

都市計画法や都市計画運用指針

等を踏まえ、市街化調整区域で

の地区計画を適用する際の基本

事項や適用候補地を整理 

４.地区計画制度運用の実現化方策の 

検討 

地区計画の立案の流れや地区整

備計画で定める内容を提示 

「市街化調整区域における地区計画 

適用の基本方針」策定の目的 
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(2) 市街化調整区域における課題 

市街化調整区域の現状や上位・関連計画での位置づけを踏まえ、市街化調整区域の

土地利用を進める上での課題を以下に整理する。 

 

 1) 地域コミュニティや地域活力の維持に向けた課題 

地域コミュニティや地域活力を維持するためには、出生数の増加による「自然減の

抑制」と転入者数の増加や転出者数の減少による「社会増の促進」が重要となる。そ

の両方を実現するためには、市民が安定して住み続けられる住環境の整備と、企業誘

致等により魅力のある働く場を創出し、地域経済の安定と更なる発展等を図るため、

新たな産業用地の確保による持続可能な都市づくりに向けた雇用の場の創出が必要で

ある。 

 

◆既存集落地などにおける良好な住環境の維持・改善 

・市街化調整区域には、本市の総人口の約３割が居住しており、主に市街化区域の縁

辺部や主要道路の沿道、旧大井川町の中心部周辺に人口が集積しているが、将来的

な人口減少・少子高齢化の進行による地域活力の低下や住宅需要の低迷による空き

家や空き地の増加が懸念される。そのため、既存の地域コミュニティや良好な居住

環境を維持するための地域活力の維持・回復が必要である。 

・旧大井川町の中心部周辺は、市街化調整区域の中でも比較的人口等の集積性が高い

ものの、居住機能や生活利便性の確保に向けた都市施設等の維持も課題となってい

る。そのため、都市施設等が既に立地しており、一定の利便性が確保された地域に

おいては、既存ストックを活かした居住環境の維持・改善を図る必要がある。 

 

◆産業振興に資する計画的な土地利用 

・企業誘致等に向けて、一定規模を超える用地を確保する必要があるが、都市的土地

利用が９割以上を占める市街化区域よりも、自然的土地利用が５割以上を占める市

街化調整区域の方が、産業用地となり得る用地を確保できる可能性がある。ただし、

市街化調整区域では、無秩序な開発の進行や土地利用の混在等が懸念されるため、

周辺環境と調和した計画的な土地利用への誘導、工業用地の確保が必要である。 

・市内を東名高速道路やＪＲ東海道本線等が横断するなど、交通の利便性に恵まれた

環境であるが、市街化調整区域では、都市計画道路の計画路線が少なく、整備も遅

れているため、焼津 IC や大井川焼津藤枝スマート IC へのアクセス性や周辺地域か

らの就業者を呼び込むため道路ネットワーク等の交通環境が必要である。 
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 2) 市街化調整区域の特性に対する課題 

市街化調整区域は、都市計画法により市街化を抑制すべき区域として定められてお

り、自然環境や営農営林環境の保全を図る必要がある。また、市街化調整区域には、

災害発生の危険性が高い区域も存在しているため、土地活用を検討する際には留意す

る必要がある。 

 

◆豊かな自然環境、営農環境の保全 

・地域の歴史・文化や周辺の豊富な自然環境・営農環境を保全するため、これらとの

調和・共生に留意し、無秩序な宅地開発や土地利用の転換を抑制する必要がある。 

・市街化調整区域の広範囲が農用地区域に指定されているため、まとまった優良農地

等の農業振興を強化するエリアを保全し、自然環境との調和を図る必要がある。 

 

◆安全・安心に暮らし続けるための土地利用の制限 

・市北部では、土砂災害の危険性がある区域、沿岸部や河川沿いを中心に広い範囲で

洪水や高潮、津波による浸水が想定されている。そのため、近年、頻発化・激甚化

する自然災害の危険性を考慮し、災害の危険性が高い地域における土地利用の規制

を図る必要がある。 

 

(3) 「市街化調整区域における地区計画適用の基本的な方針」策定の目的 

 

本市における人口推移は、平成 22年（2010 年）をピークに人口が減少に転じ、

今後はさらに人口減少・少子高齢化の傾向が顕著となることが予測されている。 

また、都市の構造においては、本市における市街地は比較的コンパクトに形成さ

れてはいるものの、高度成長期以降の人口増加に適応して拡大した市街地や旧大井

川町では、近年、人口の低密度化が進みつつあり、生活に必要な公共サービスや公

共施設の維持・管理、地域の産業振興や雇用の拡大など、多くの課題への対応が求

められている。 

市街化調整区域は、都市計画法により市街化を抑制すべき区域として定められて

おり、今後も引き続き、自然環境や農林業環境の維持・保全を図ることが重要であ

るが、将来的な人口減少・少子高齢化の進展など、本市を取り巻く社会経済情勢の

変化に対応していくため、市街化区域におけるまちづくりだけではなく、市街化調

整区域の特性を活かしたまちづくりの視点も重要となる。 

そのため、本市の都市計画に関する基本的な方針である「焼津市都市計画マスタ

ープラン」を踏まえ、市街化調整区域における今後の土地利用の方針を明確にしつ

つ、土地利用に係る各種制度を適切に運用していく必要がある。 

前述した土地利用上の課題を踏まえつつ、市街化調整区域における開発許可基準

のうち、都市計画法第 34 条第 10 号に定められた地区計画制度の活用により、市街

化調整区域の特性を活かした適切な土地利用の誘導を図ることを目的とし、令和●

年●月の「焼津市都市計画マスタープラン」の一項目として、「市街化調整区域に

おける地区計画適用の基本的な方針」を策定する。 
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◆市街化調整区域における地区計画の適用 

(1) 地区計画を適用する地区 

市街化調整区域等地区計画は、市街化を促進するためのものではなく、地区の特性

に相応しい環境の維持・形成が必要な場合に活用していくものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：市街化調整区域等における地区計画活用指針（平成18年度 静岡県） 
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また、市街化調整区域等地区計画の区域に含まれるべきでない区域等が下表のよう

に示されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：市街化調整区域等における地区計画活用指針（平成18年度 静岡県） 
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(2) 適用地区の検討 

◆住居系の地区計画 

 

 

 

 

  

東名高速道路 

国道 150号 

国道 150号 

人口、公共施設等の分布状況 

東名高速道路 

国道 150号 

国道 150号 

土地利用現況 



7 

 

 

 

地域の特徴  地区計画の活用例 

・既存集落とその周辺や“歴史的背景から形成され

る”散居村として家屋等の建築物が集合・点在し

ている地域 

・国道や主要地方道等の沿道で土地活用が進んでい

ない地域 

・公共施設等がある程度整備されており、良好な居

住環境の確保が可能な地域 

・多くの未利用地が一団となっている地域 

…等

 ・地域コミュニティの

維持・改善 

・沿道土地利用の誘導 

・郊外型住宅地として

整備 

…等

 

  

地域の特徴を踏まえた 

地区計画の活用を検討 
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◆工業系の地区計画 

 

 

 

 

  

東名高速道路 

国道 150号 

都市計画道路の整備状況 

東名高速道路 

国道 150号 

農用地区域、土地利用現況 
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地域の特徴  地区計画の活用例 

・上位・関連計画等で産業用地の候補地として位置

付けられている地域 

・ＩＣの周辺地域 

・既存の工業系用途地域に近接する地域 

・国道や主要地方道等の沿道で農用地等の指定がな

い開発可能地が一団となっている地域 

…等

 

・新たな工業団地とし

て整備 

・沿道土地利用の誘導 

…等

 

 

 

 

 

 

地域の特徴を踏まえた 

地区計画の活用を検討 


